
空き家率日本一の山梨県で空き家活用ビジネス！新

背景・目的
• 山梨県の住宅の空き家率は、２１．３％で４期連続全国第１位。【住宅・土地統計調査】

• 既存の空き家活用施策のほとんどが、住宅用途のままの活用を前提とした中古住宅流通
施策（※1）となっている。

• 一方、空き家には、地域に根ざし、長年存在し続けている歴史があり、地域住民にとっても
馴染み深い存在であることが多く、こうした空き家の価値・特性に着目し、近年、地方創生
ビジネス（※2）や福祉転用など空き家活用ビジネスが広がりつつある。

• 空き家活用の担い手は民間であり、その活用用途が地域の課題解決や地域活性化に資す
るなど、行政課題にマッチするものについてはその展開を優先的に支援すべき。

• 空き家活用ビジネスの展開にとって、大きな障害の一つは空き家情報（※3）の取得困難性

にあり、特にその点において空き家情報を保有する行政との官民連携体制の構築が有効
と考えられる。

※1：空き家バンク、購入・リフォーム補助、家賃補助などで、特に移住施策との関連性が高い
※2：民泊・ゲストハウス、古民家ホテル、体験型宿泊施設、地域交流カフェなど
※3：活用用途に適した空き家の所在地情報や所有者の連絡先など

取組方針
• 地方創生型（※4）の空き家活用ビジネスを支援するため、事業者の求めに応じて官民連携

体制の構築が図られるよう官民連携マッチングプラットフォーム（下図参照）を構築する。

• 官民連携マッチングプラットフォームには、県及び市町村のほか、空き家情報を民間レベル
で保有している不動産業団体にも参加を促し、民民連携にも対応できるものとする。

• 地方創生型の空き家活用ビジネスのうち、単発的なもの（単発タイプ）や複数の空き家を活
用するビジネスモデルであっても一の市町村の区域内で完結するもの（スモールエリアタイ
プ）については、官民連携の行政主体を市町村とする。

• 地方創生型の空き家活用ビジネスのうち、複数の空き家を活用するビジネスモデルであっ
て一の市町村の区域を越えて展開されるもの（広域タイプ）については、官民連携の行政
主体を県が代表し、県は市町村及び不動産業団体の協力のもと事業者を支援する。

• 広域タイプについては、空き家情報の提供のほか県による予算措置を含めた各種支援を
実施する。【R2年度：官民連携空き家活用促進事業費補助金】

※4：地域の課題解決や地域活性化に資するもの

空き家等対策市町村連絡調整会議

やまなし創生官民連携空き家活用
マッチングプラットフォーム

設置 【構成】
県、２７市町村、不動産２団体（宅建、全日） など
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【個別協議】
窓口等案内

○官民・民民連携の可否検討
○連携内容を検討
（空き家情報提供や補助等）
○必要に応じて、不動産団体との
連携

マッチング
○事業者と官民連携を希望する市町村
○事業者と民民連携を希望する不動産団体
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○選定物件所有者説明（協力）
○地元説明（協力）
○改修費等補助金
○運営（協力）

以降は、
県と地元市町村で
事業をフォロー

官民連携空き家活用促進事業費補助金新

【通常枠】R2～R4（予定）
○所有者が認定事業者に10年以上空き家を
提供する目的で行う改修に補助する事業

○改修費用の2/3以内（上限250万円）

【特別枠】～R3.12.28申請分まで（予定）
●移住・二拠点居住・関係人口の増加など、
東京一極集中の是正に繋がる施設関連
●改修費用の3/4以内（上限500万円）
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認定制度

【認定基準】 以下すべてに当てはまるもの

 複数の空き家を活用する見込みのあるビジネス
 空き家の活用が複数の市町村で実施される見込みのあるビジネス
 地域の課題解決や地域の活性化等に貢献するビジネス
 その他公益性、実現性等の観点から認定すべきビジネス
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＜認定・補助制度編＞

やまなし創生官民連携空き家活用事業認定要綱 山梨県官民連携空き家活用促進事業費補助金交付要綱

【制度概要】

【補助対象者】 空き家所有者（個人に限る）
【補助率】 通常枠：改修費用の2/3以内（上限250万円）

特別枠：改修費用の3/4以内（上限500万円）

事業者
空き家 地域活性化等施設

やまなし創生官民連携空き家活用
マッチングプラットフォーム

約700社約13,000件
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★地域への説明★
→ 説明状況報告書
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原則として、地域の理解が
得られるものでなければ、
地域の活性化等に資する
とは言えない。
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※１０年以上

補助事業完了後１０年間
県に毎年報告すること
（制度上は、所有者が報告）

県

事業段階
(合意形成) (事業・資金計画) (改修工事) (定期報告)

事業計画
改修設計
資金計画

提案

【通常枠】
当該年度内

【特別枠】
R3年度内

地域活性化等施設

※交付申請に必要※交付申請に必要

会員 会員

所有者

所有者

空き家所有者が認定事業者に10年以上空き家を賃貸等提供
する目的で行う改修費用に補助金を交付する


